
（単位：円）

1
（ 1 ）

イ 0
ロ 0

0 0
ハ 0

0 0
ニ 0

0 0
ホ 0

0 0
0

（ 2 ）
イ 0

0
0

2
（ 1 ）

0
56,345,783

2,084,320,470

2,140,666,253
2,140,666,253

3
（ 1 ） 518,984,735
（ 2 ） 157,451,888
（ 3 ） 923,355
（ 4 ） 0

677,359,978
2,818,026,231

無 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

令和2年度鳥取県営埋立事業貸借対照表

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

区　　　　　　　　　　　分

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

（令和3年３月３１日）

固 定 資 産
資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

金　　　　　　　　　　　　　　　　額

米 子 港 旗 ヶ 崎 地 区 土 地

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

水 道 施 設 利 用 権

土 地 造 成
完 成 土 地

境 港 外 港 昭 和 地 区 土 地

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

境 港 外 港 竹 内 地 区 土 地

完 成 土 地 合 計

流 動 資 産 合 計

繰 延 年 賦 売 却 損
そ の 他 流 動 資 産

土 地 造 成 合 計
流 動 資 産

現 金 預 金
未 収 金

資 産 合 計
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4
（ 1 ）

イ 0
0

（ 2 ）
イ 19,173,544

19,173,544
( 3 )

イ 0
0

19,173,544
5

( 1 ) 2,529,932,000
( 2 ) 123,367
( 3 ) 0
( 4 ) 0
( 5 ) 73,224,088
（ 6 ） 306,316,469
（ 7 ）

イ 1,116,498
1,116,498

( 8 ) 438,089
2,911,150,511
2,930,324,055

6 3,267,761,356
7

（ 1 ）
イ 974,761,082

974,761,082
（ 2 ）

イ 4,354,820,262
△ 4,354,820,262

△ 3,380,059,180
△ 112,297,824
2,818,026,231

他 会 計 借 入 金

借 入 金 利 息

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 固 定 負 債

負 債 の 部
固 定 負 債

他 会 計 借 入 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

他 会 計 借 入 金 合 計

未 払 費 用

流 動 負 債

そ の 他 固 定 負 債 合 計

繰 越 年 賦 売 却 益

そ の 他 流 動 負 債 （ 預 り 金 等 ）

未 払 金

引 当 金

前 受 金

長 期 契 約 保 証 金

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

賞 与 引 当 金
引 当 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

資 本 の 部
資 本 金

資 本 剰 余 金
剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計
負 債 合 計
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　 Ⅲ．重要な後発事象
　　　　 なし

　 Ⅳ．その他
　　　１　退職給付引当金の引当
　　　　　引当無し。

　　　２　賞与引当金の取崩及び引当
　　　　　期末・勤勉手当として賞与引当金708千円を取崩し、当年度末における支給見込額に基づき1,116千円を引き当てた。

　 Ⅱ．リース契約により使用する固定資産
　　　１　リース取引の処理方法
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　　　１年内　　　　105千円
　　　　　１年超　　　　186千円
　　　　　　計　　　 　　291千円

注記

　 Ⅰ．重要な会計方針
　　　１　資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　 ・完成土地
　　　　　　　　　個別法による低価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定。）

　　　２　引当金の計上方法
　　　　（１） 退職給付引当金
　　　　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。
　
　　　　（２） 賞与引当金
　　　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　

　　　３　その他会計処理に関する書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　（１） 消費税の会計処理
　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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